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	新庁舎建設事業費の圧縮を求める決議（案）

	国の財政再建を優先する三位一体改革の断行により、地方交付税の一方的な削減が行われ、本市の財政は危機的な状況を迎えています。
　１９年度の予算編成にあたって、14億8,000万円もの歳入不足が予想されるのをはじめ、今後、歳入確保や歳出削減に取り組まないとしたら、平成19年度以降毎年大幅な財源不足が予想されます。
　こうした状況下、本市においては普通建設事業費の圧縮や実施年度の調整、人件費をはじめとする内部経費の徹底した歳出削減、公共料金の適正化の実施等により、危機的な財政状況を回避し、将来にわたって安定的な行政サービスを提供するとともに、新庁舎建設も実施可能となるよう「公債費負担適正化計画」や「持続可能な財政運営プラン」を策定されたところです。
　しかしながら、新庁舎建設を含む18年度予算の議決を行った時点での予想をはるかに越える財政危機が今日訪れており、新庁舎建設についてもより慎重に対応することが必要です。
　老朽化した庁舎における劣悪な職場環境の改善、新市の行政機能拠点の整備などの観点から、早急に庁舎建設を実施しなければならない緊急性、また財源的にも今を逃せば新庁舎は建設できなくなるという判断により、市長の非常に強い決意は理解できるものの、実施にあたってはより一層の建設事業費の圧縮について検討を行うべきです。
　市長におかれましては、新市建設計画に基づく全ての事業を計画期間内に実施することが極めて困難な状況の中で、市民合意のできる整備内容となるよう求めるものです。
　以上、決議する。
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